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 基礎理解編は、本文での提言を取りまとめるに至るまでにされた議論のための基本的な理解を手短
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増加しつづける温室効果ガスの排出 
 京都議定書に指定されている温室効果ガスは 1970 年から 2004 年までのわずか 30 年あまりの間に
約 70％増加しました。この内二酸化炭素（CO2）の増加率が最も大きく、特に発電部門や自動車交通

といったエネルギー利用に伴う増加分が非常に大きくなっています。一方でメタン（CH4）の排出は

1970年から 40％増加しています。排出源としては農業部門、廃棄物部門、エネルギー利用部門などが
ありますが、増加分のうち大部分がエネルギー利用部門、つまり化石燃料の燃焼・消費によるものと

なっています。また、一酸化二窒素も同じ期間に 50％ほど増加していますが、こちらは主に農業部門
からの排出となっており、肥料の利用が増加したことが主な原因となっています。 
このように、それぞれの温室効果ガスの排出が増加したことから、2005年の大気中の二酸化炭素濃
度は、産業革命以前と比較して約 100ppm増加し、379ppmに到達したとされています。 
 

温室効果ガス別排出量 
 2004年における人為的な温室効果ガスの排出量の内訳
をみると、75％以上が二酸化炭素による寄与分となって
おり、特に化石燃料を燃やすことによるものが大部分を

占めています。また、森林の減少を含めた土地利用変化

に起因する CO2も全体の 17.3％を占めています。 
また、メタン（CH4）は全体の 14.3％、一酸化二窒素
（N2O）は 7.9％となっています。一方で、フロン類の排
出は近年急速に減少してきており、全体に占める割合も

1.1％と非常に小さくなっています。 
 
部門別排出量 
 一方で、温室効果ガスの排出量を排出部門別にみると、

エネルギー供給部門が 26％、産業部門が 19％、森林など
の土地利用変化による排出量が 17％、農業部門 14％、交
通 13％、家庭・業務部門では 8％、廃棄物 3％となって
います。部門別ではエネルギー供給部門や森林部門を含

む土地利用変化の増加量が大きくなっています。 
 なお、エネルギー供給部門は、主に発電所からの排出に

なりますが、民生で 11.4％分、産業で 6.7％分は消費によ
る排出（間接排出）ということができます。 
 
〔参考文献〕 

IPCC AR4, 2007: WGⅢ Chapter1 

温室効果ガスの排出源 

図5-1 温室効果ガスの排出量 

（a）ガス種別排出量 
（b）部門別排出量 
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将来の排出量 

産業革命以降、人間の活動による世界の温室効果ガスの排出量は増加し続けて

おり、現在の気候変動緩和政策と関連する持続可能な開発を行っても、世界の温

室効果ガス排出量は今後数十年間増加し続けるだろうといわれています。 

IPCC による排出シナリオ（SRES2000、図 5-2の色線）では、世界の温室効
果ガス排出量は、2000年から 2030年までの間に CO2換算で 25～90％の範囲で
増加するとしています。これは、追加的な政策がなかった場合であり、追加政策

があれば、排出量をこのシナリオより削減していくことも可能です。 

 

 

一次エネルギー供給の見通しと CO2排出量 

国際エネルギー機関（IEA）の一次エ
ネルギー供給の見通しによると、現在の

政 策 の ま ま で は 、 2030 年 に は

17,100Mtoeと 2005年の 1.5倍に増加し
ます。ここから化石燃料の利用による

CO2 排出量を計算すると、43GtCO2 と

なります。これに農業･森林･廃棄物部門

のベースライン排出量（IPCC WGⅢよ
り）を合計すると温室効果ガス排出量は

64GtCO2-eq となり、IPCC の排出シナ
リオにおける A1FI、A1B、A2シナリオに
相当することがわかります。 
 

排出量と温度上昇 

IPCC では、排出シナリオによる温度上昇を図 5-4の
ように予想しています。A1B シナリオでは、2030 年に
1990レベルから 1.0℃、2050年には 1.5℃上昇すること
になります。 
 

〔参考文献〕 

IPCC AR4, 2007 

World Energy Outlook 2007（IEA） 

将来の排出量 

図5-3 燃料別の一次エネルギー供給量の見通し 

図5-4 各排出シナリオにおける地上気温の予測

図5-2 排出量シナリオ 

（WEO2007より作成）      

（IPCC AR4より）      

（IPCC AR4より）
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既に起こっている影響 

 世界の平均気温は、産業革命前から既に約 0.7℃上昇しており、その大部分は人為起源の温暖化であ
る可能性が非常に高いです。これに伴って、世界の平均海面水位は約 17cm 上昇し、世界の各地で雪

や氷が減少し、生態系にも変化がみられています。また、極端に暑い日が増え、極端に寒い日が減り、

強い雨が増える傾向にあります。ただし、個々の異常気象の原因が温暖化だと断定はできませんし、

都市化など、温暖化以外の影響があることにも注意が必要です。（IPCC WGⅠ,Ⅱ AR4より） 
 
将来起こると予測される影響 

 対策が行われずに温暖化が進む

と、世界の平均気温が 1.1～6.4℃
上昇する可能性が高いです（IPCC 
WGⅠ AR4 より）。表 5-1 に示さ
れるように、温暖化が進むにした

がって、水不足、生態系への悪影

響、食糧不足、沿岸の浸水や洪水、

暑熱や感染症による健康への悪影

響などの危険性が高まります。温

暖化の影響は地域によって異なり、

なかには好影響もありますが、世

界の平均気温が 2～3℃上昇すると、
どの地域でも悪影響が上回ると予

測されています。適応策を講じて

悪影響を軽減することも重要です

（IPCC WGⅡ AR4より）。 
 
温暖化の影響をどうとらえるか 

 現在の科学的知見のみからは、温暖化を何℃で止めるべき、という客観的指針は得られません。深

刻な悪影響は特に脆弱な途上国で起こりはじめ、難民や紛争などの社会不安を引き起こすことが心配

されます。将来世代に残す影響も考慮に入れねばなりません。温暖化を何℃で止めるかは、これらを

総合的に考慮して、対策に必要な費用も勘案した上で、社会の合意として判断される必要があります。 
 
〔参考文献〕 IPCC AR4, 2007: WGⅠ，Ⅱ 

温暖化による影響 

表5-1予測される影響の例示（IPCC WGⅡ AR4より） 
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産業部門 

IPCC では、このままの政策の場合、2030 年には、A1B シナリオで 19.9GtCO2、B2 シナリオで
13.9GtCO2の排出と推定しています。また、限界コスト 100US$/tCO2で対策した場合の 2030年での
削減余地は、A1B シナリオで 3.0-6.3GtCO2、B2 シナリオで 2.0-5.1GtCO2と評価されています。以

下、排出量の多い主な産業について、その技術的対策についてまとめます。 
 
鉄鋼 
 鉄鋼には主に高炉転炉法とスクラップ電炉法の 2 つの製法があり、スクラップ電炉法は、高炉転炉
法に比べ 3 分の 1 以下のエネルギーで生産できます。欧米は、インフラにおける蓄積量が多くスクラ
ップ電炉法のシェアが増加します。アジア諸国は、鉄鋼需要が急増しているため、中国、日本等のア

ジア主要国は高炉転炉法に依存し、マレーシア、タイ、台湾などはスクラップを日本から輸入するな

どしてスクラップ電炉法に依存する傾向にあります。インドは、国内石炭の灰分が多いため直接還元

法という生産方式の採用も増加しています。IPCCによると、最も効率的な設備が普及することで、15％
（日本）～40％（中国、インド、米国）の削減が可能とのことです。 
 

セメント 

 ロータリーキルンで生産する方式が世界的に広く用いられています。ロータリーキルンで焼成する

際に湿式と乾式という 2 つの製法があり、エネルギー効率に優れた乾式が日本、韓国、中国沿岸部で
利用されている一方、東欧やロシアではまだ湿式も多くあります。さらに乾式では、余熱器を４段も

つタイプ（６段タイプもある）や、さらに仮焼炉を持つタイプもあり、さらに効率が高くなっていま

す。このように、セメントのエネルギー効率は、製造方法によって 2.5倍ほど差があり、高効率な設備
が普及することで、世界全体では、30％の削減が可能と IPCCでは評価されています。 
 

化学 
 エチレン・プロピレン、アンモニアなど化学製品は、プラスチック、ビニール、医薬品などを製造

するために必要なの基礎物質です。エチレン・プロピレンは、ガソリン需要の多い米国、天然ガスの

豊富な中東ではエタンから製造され、他の地域では、主にナフサ（粗製ガソリン）から製造されます。 
 

製紙パルプ 
 持続的可能な森林経営により成育された木材から紙やパルプを製造し、黒液の有効利用、高効率の

コジェネやボイラー設備を利用することで、世界各国の工場では 20％～50％の削減が可能です。 
 

機械製造、食品加工など、その他産業 
 コジェネや高効率ボイラーが導入されていない工場、エネルギー消費低減のための自動制御装置を

導入していない工場では、今後のエネルギー消費低減が期待できます。 

分野別の技術的削減余地 
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運輸部門 
 
旅客部門（人の移動）の特徴 

 一人当たり所得が極端に低い地域では、「徒歩・自転車」に依存しますが、一人当たり所得が向上す

るに従って、「徒歩・自転車」から「バス・鉄道」へ移行する傾向があります（2008年現在のインド、
アフリカ）。さらに経済成長が進み一人当たり所得が向上すると、「バス・鉄道」から「乗用車」へ移

行する傾向があります（現在の中国）。さらに、欧米先進国や日本では、「乗用車」はほぼ横ばいなが

ら「航空機や高速鉄道（新幹線、TGVなど）」へ移行する傾向があります。 
 「バス・鉄道」は、一人 1km移動（これをヒトキロと呼ぶ）当たりの CO2排出量が低いのですが、
「乗用車」や「航空機」はヒトキロ当たりの CO2排出量が現状のところ高いため、課題となっていま
す。歩ける町、コンパクトシティといった概念は、「徒歩・自転車」あるいは「バス・鉄道」の依存度

を増加させ、「乗用車」の依存度を低下させる効果が期待され、近年さらに注目されています。車社会

が発達した欧米では、コンパクトシティによる効果が期待できます。一方、日本を含め中程度の所得

を持つ非欧米地域は、コンパクトシティとは逆の現象、つまり「乗用車」に依存した都市の拡大（郊

外化）が進んでいます。このような「乗用車」依存の郊外化は、居住スペースの拡大やローカル環境

の改善を伴うので、一概に否定するのは困難です[1]。それだけに、乗用車の対策がますます重要にな
ります。 
 

乗用車の対策 

 従来はエンジン、変速機の改良や車体の軽量化が、主な柱でしたが、1997年以降ハイブリッド車が
商用化され、さらに来年 2009 年には、より多くのハイブリッド車が、安価に市販される見込みです。
ガソリン価格高騰により今後ますますハイブリッド車が普及していくと考えられます。 
ガソリンから電力へのシフトも期待されますが、蓄電技術とりわけ二次電池は長年に渡り、性能、

コスト、耐久性、安全性に取り組んできており、その技術開発の困難性は広く認識されています。今

後は、プラグイン・ハイブリッドやパーソナルモビリティーなど使い方を工夫するような技術開発で

より便利な乗用車の開発が進められていくと考えられます。 
 

貨物部門（モノの輸送）の特徴、バイオ燃料 

 鉄道や船舶輸送に比べ、多様な荷物をきめ細かく配送できるトラック輸送への依存は、世界的に高

まりつつあります。加減速を伴わない中長距離輸送のトラック輸送が多いため、ハイブリッドや車体

の軽量化では大幅な効率向上は期待できなく、現状ではバイオ燃料（バイオディーゼル）への燃料代

替が期待されています。 
 
〔参考文献〕 

[1] 交通工学研究会、「交通工学、特集：コンパクトな市街地と都市交通」、Vol. 37、増刊号、2002年 



AnnexⅠ                                                                   基礎理解編 

 
                                                       7 

民生部門 
世界の民生部門による二酸化炭素排出量は、

8.6GtCO2で、そのうち 4.6GtCO2が電力による排

出です。このまま対策なしでは、2030 年に
14.3GtCO2の排出量が推定されております。 
対策には、エネルギー利用側のエネルギー利用

効率向上とエネルギー源側のCO2排出原単位削減

があります。IPCCによると、エネルギー利用効率
向上で、限界費用 100US$/tCO2で 8.7GtCO2にまで

抑えることができると評価されています。 

CO2排出原単位削減では、電力の構成を化石燃料か

ら自然エネルギーや原子力などへ移行させることで、CO2 排出原単位を削減することができます。灯

油や都市ガスなどの燃料に関しては、現状の化石燃料起源の燃料からバイオマス起源の燃料への移行

も考えられます。さらに、エネルギー利用そのものを見直すこともできます。現在の先進国では、無

駄を省いたり、足るを知ることで、生活の豊かさを十分に保ちつつ、消費エネルギーを削減すること

も可能です。 
 

表5-2 主な技術オプション （若手審まとめ） 

用途 技術オプション 評価 

建物の高断熱化 次世代省エネ仕様よりさらに 40％程度まで削減が可能。 

COP向上 燃料を電力に移行。COP＝6.0以上に。 

パッシブソーラー CO2原単位ゼロ、暖房熱の 30～60％提供可能。 

暖房／ 

冷房 

複層／真空ガラス 30～50％の冷房負荷の削減が可能。 

太陽熱温水器 CO2原単位ゼロ。 

ヒートポンプ給湯器 燃料を電力に移行。COP＝3.0以上に。 

給湯 

潜熱回収型ガス湯沸器 熱効率：従来型 80％→95％ 

IH 燃料を電力に移行。熱効率 83％ 厨房 

内炎式バーナー 熱効率（直径 20cm鍋）：外炎式 32％→内炎式 43.5％ 

LED／有機 EL 蛍光灯に比べ効率 2～3倍。 照明 

太陽光採光 昼間の照明の電力消費をゼロに。 

家電 次世代ディスプレイ FED、有機 EL、粉流体など、液晶の半分以下に。 

太陽光発電 CO2原単位ゼロの発電、4.2kWシステムで年間 5,000kWh（日本） 電源 

燃料電池 給湯込みで火力発電に対し約 50％の CO2削減。 

 
〔参考文献〕 

IPCC AR４, 2007: WGⅢ Chapter6 Residential and commercial buildings 

2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70％削減可能性検討 

図5-5 先進国の家庭の用途別エネルギー消費量 

気候、住宅事情、生活様式によって各国異なります。

（住環境計画研究所の資料より） 
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図5-6 二酸化炭素回収・貯留 

エネルギー供給側の技術的対策 
 

自然エネルギー 

風力、太陽光、水力などの自然エネルギーは、温室効果ガスを排出せず、多くの地域で手に入り、

半永久的に得られるエネルギー源です。その反面、風力や太陽光は天候に左右されるため、安定した

供給ができませんので、蓄電、系統連携、需要コントロールの技術開発が必要です。太陽電池は設備

コストが高いことが問題にあり、現在、太陽電池の単価を下げられるよう技術開発が進められていま

す。また、太陽熱温水器など直接的なエネルギー利用は効率もよく、機器も安くできるために、途上

国を中心に普及しやすいと考えられます。 

 

バイオマス 

 バイオマス中の炭素分は、大気中の二酸化炭素が同化したものであるため、燃焼などで CO2を発生

させても、大気中の CO2は増加しません。木材やモミ殻などの直接燃焼（用途：発電、暖房、給湯、

ボイラ燃料など）、穀物や食物繊維のエタノール化（用途：自動車燃料など）、家畜糞尿などのメタン

発酵（用途：発電、ボイラ燃料など）などという手段で利用が可能です。 
 

二酸化炭素回収・貯留（CCS：CO2 Capture & Storage) 

CCS とは、火力発電等の大規模排出源において、化石
燃料の燃焼による排ガスから二酸化炭素を分離・回収し、

安定的に地下へ貯留する技術です。 
CCSに要する追加的なエネルギーは、10 ～40%とも言
われ、CCSコストも、5,000円/tCO2程度かかり、コスト

を低減させられるよう技術開発が進められています。 
 
原子力発電 

原子力発電は、ウランの核分裂によるエネルギーから発電しており、温室効果ガスを排出しません

ので、その電力量構成率が拡大することで電力の CO2排出原単位が低下します。米国や欧州の一部地

域では、その有用性が見直されており、日本でも新規建設や稼働率の向上などが進められています。 
 
クリーンコールテクノロジー（CCT） 

CCTとは、石炭火力発電所の効率を上げることで、発電するエネルギーあたりの CO2排出量を削減

する技術です。日本の発電効率は既に 42％と、中国やインドなどの発電効率 30～32％よりも高効率で
あり、CCT が普及することで大幅な削減が可能です。日本の開発ロードマップでは、中期的には蒸気
高圧･高温化によって 2025 年までに 50％、長期的には、石炭ガス化によって 57％、燃料電池との組
み合わせで 65％の発電効率も目標に開発が進められています。 
 

〔参考文献〕 経済産業省総合資源エネルギー調査会資料、NEDO技術開発機構HP 
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農業部門 
 農業部門での GHG 排出量は、合計 5,100～
6,100Mt-CO2eq（2005 年）です。対策がない場
合、2030年には 8,300 MtCO2-eqと評価されてい
ます。 
対策としては、肥料などの窒素管理による N2O
や CH4の発生抑制、家畜の餌の工夫によるゲップ

中の CH4抑制、水田管理による CH4発生抑制な

どがあります。これらの対策によって、2030年時
点で、年間 4,050～4,360MtCO2-eq の削減が可能
と評価されています（限界費用 100US$/tCO2-eq）。 
 

森林部門 
 森林などの土地利用変化による CO2排出量は、

年間約 5,800MtCO2（1990年代）になります。主

な対策は、森林破壊の削減と木材燃料による化石

燃料利用の削減があります。地域毎の森林管理に

よる削減（限界費用 100US$/tCO2）を積み上げる

と 2030年までに 1,270～4,230MtCO2が削減でき、

さらに木材燃料による削減効果は、420～4,400 
MtCO2となります。 

 

 

 

 

廃棄物部門 
廃棄物部門からの温室効果ガス排出量は、全体で約 1,300 MtCO2-eqであり、内訳は、埋立地からの

CH4：635MtCO2-eq、排水からの CH4：520 MtCO2-eq、排水からの N2O：90 MtCO2-eq、焼却から
の CO2：50 MtCO2-eqです。そして、対策がなかった場合、2050年の廃棄物部門からの排出量は、
4,000MtCO2-eqを超える見込みです。 
 主な対策方法は、埋立地では、発生する CH4の回収、生ゴミの投入量削減、生ゴミの堆肥化、排水

では、廃水処理による CH4、N2Oの発生抑制、焼却ではエネルギー回収、そして、廃棄物全体として
は、ゴミの削減（リデュース）があります。適正な廃棄物管理と共にこうした対策を採ることで、大

幅に削減することが可能で、例えば、埋立地の CH4 回収＆発電によって 2030 年までに限界費用
100US$/tCO2-eqで埋立地 CH4を最大 70～90％削減することができます。 
 
〔参考文献〕 IPCC AR4, 2007: WGⅢ Chapter3, 8～10 

図5-7 土地利用と森林によるCO2正味排出量 

全てのモデルで21世紀末に排出量ゼロ付近 

（IPCC WGⅢ AR4より） 

表 5-3 農業部門における温室効果ガス削減余地 
（IPCC AR4より改編） 
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低炭素社会を実現させるコスト 
エネルギーシステムモデルである DNE21+を用いて、世界の CO2排出量を 2050年までに半減する
という制約の下、世界全体で最もコスト効率なエネルギー需給構造を算出した RITE の研究例を紹介
します。合わせて、DNE21+よりも長期に渡る分析が可能な DNE21 モデルを用いて、その他の安定
化シナリオとして、大気中 CO2を 450ppm、550ppm、650ppm へ安定化させるケースについても算
出し、CO2削減限界費用に関する結果を表 5-4にまとめました。 
 表 5-4 から、安定化レベルを厳しくすると限界費用が著しく高くなること、長期的には限界費用が
より高くなる傾向があることが伺えます。 
 

表5-4   DNE21+モデル、DNE21モデルによるCO2限界削減費用の結果（RITE試算） 

安定化目標 参考) 該当する濃度、放射強制力 CO2限界削減費用結果(US2000$/tCO2) 
(CO2 only) (CO2-eq) (W/m2) 2050年 2100年 

50年半減(400 ppm) 490 ppm 3.0 205 [計算せず] 
450 ppm 550 ppm 3.6 40 78 
550 ppm 680 ppm 4.8 10 58 
650 ppm 840 ppm 5.9 7 33 

 
 
 
 また、比較と参照のため、他のモデルや IPCC SRES B2以外のシナリオを利用した限界削減費用の
結果を図 5-8に示します。なお、図 5-8はエネルギー起原 CO2以外の温室効果ガスについても扱って

います。2050年時点の限界削減費用については、表 5-4の結果は図 5-8の中位的な位置になります。
なお、2100年時点の限界削減費用は、モデルによる差異よりも、BaUシナリオによる差異が大きい
と考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5-8  限界削減費用の結果 

引用：IPCC (2007) WG III p.205 Figure 3.25 (c) 

注 4）上記は、世界全体の対策コスト合計を最小化する場合   注 5）割引率は年 5% 
注 3）BAUは、IPCC SRES B2シナリオに基づく 
注 2）CO2換算した濃度(CO2 eq)と放射強制力(W/m2)は、IPCC AR4に基づき算出 
注 1）50年半減ケースは DNE21+モデルによる結果。他のケースは、DNE21モデルによる結果。 




